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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２８年７月１５日（平成２８年（行情）諮問第４６６号） 

答申日：平成２９年１月２６日（平成２８年度（行情）答申第６８５号） 

事件名：特定記事に記載の「ＰＫＯ法改正に向けた検討」の不開示決定（不存

在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「『ＰＫＯ法改正に向けた検討』（平成２４年３月２７日）〔２０１６

年３月１日付「特定刊行物」第１面報道〕＊電磁的記録が存在する場合，

その履歴情報も含む。」（以下「本件対象文書」という。）につき，これ

を保有していないとして不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年４月１日付け防官文第７２

５７号により防衛大臣が行った不開示決定（以下「原処分」という。）に

ついて，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

   開示請求に当たって根拠とした報道を見る限り，文書の存在の蓋然性は

高いので，改めて関連部局を探索の上，発見に努めるべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，探索した結

果，本件対象文書の存在を確認することができなかったことから，法９条

２項の規定に基づき，原処分を行った。 

 ２ 審査請求人の主張について 

   審査請求人は，「開示請求に当たって根拠とした報道を見る限り，文書

の存在の蓋然性は高いので，改めて関連部局を探索の上，発見に努めるべ

きである。」として，原処分の取消しを求めるが，「開示請求に当たって

根拠とした報道」を踏まえ，当該行政文書の存在について確認作業を行っ

たところ，上記１のとおり，当該行政文書の存在を確認することができな

かったことから原処分を行ったものである。 

また，本件審査請求を受け，確実を期すために再度本件対象文書の探索

を行ったが，請求内容に該当する行政文書の保有を確認することはできな
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かった。 

以上のことから，審査請求人の主張には理由がなく，原処分を維持する

ことが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年７月１５日    諮問の受理 

   ② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年１２月２６日      審議 

   ④ 平成２９年１月２４日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，特定刊行物において，笠井亮衆議院議員が平成２８年

２月２９日の衆議院予算委員会において防衛省の文書であるとして取り上

げて質問を行ったと報じられている「ＰＫＯ法改正に向けた検討」（平成

２４年３月２７日付）（以下「ＰＫＯ資料」という。）である。 

諮問庁は，本件対象文書を保有していないとして不開示とした原処分を

妥当としていることから，以下，本件対象文書の保有の有無について検討

する。 

２ 本件対象文書の保有の有無について 

（１）本件対象文書の保有の有無について，当審査会事務局職員をして諮問

庁に確認させたところ，次のとおりであった。 

ア 本件行政文書開示請求書には，特定刊行物が添付され，同刊行物で

は，笠井亮衆議院議員が平成２８年２月２９日の衆議院予算委員会に

おいて，ＰＫＯ資料を取り上げ，質問を行ったことが報じられており，

本件開示請求はＰＫＯ資料を求めるものである。 

イ 上記アの刊行物の報道内容を踏まえ，本件対象文書（ＰＫＯ資料）

を保有していないか防衛省内の行政文書ファイル管理簿の確認作業を

行い，平成２３年度に作成された「平成２３年度ＰＫＯ業務資料」を

中心に，ＰＫＯに関連する行政文書ファイルの全てについて確認した

が，本件対象文書の存在は確認できず，作成の有無についても不明で

あった。 

ウ 本件審査請求を受け，確実を期すために関連部局の執務室内，書庫

及び書架等を探索したが，本件対象文書の存在は確認できなかった。 

（２）当審査会事務局職員をして電子政府の総合窓口であるｅ－Ｇｏｖで平

成２３年度及び平成２４年度に防衛省で作成されたＰＫＯに関連する行

政文書ファイルを検索させたところ，「平成２３年度ＰＫＯ業務資料」

が本件対象文書がとじられている可能性の最も高い行政文書ファイルで

あったと認められ，「平成２３年度ＰＫＯ業務資料」を中心にＰＫＯに
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関連する行政文書ファイル全てについて確認した処分庁の上記（１）イ

の対応が不適切とはいえず，探索の結果本件対象文書の存在を確認する

ことができなかった旨の諮問庁の上記（１）イ及びウの説明が不自然，

不合理とはいえず，他に本件対象文書の存在をうかがわせる事情も認め

られないことから，防衛省において本件対象文書を保有しているとは認

められない。 

３ 本件不開示決定の妥当性について 

  以上のことから，本件対象文書につき，これを保有していないとして不

開示とした決定については，防衛省において本件対象文書を保有している

とは認められず，妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 


